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日本基準における異なる連結基礎概念と
整合的な会計処理等の混在
On Mixed Requirements Consistent with Different Concepts of Consolidated 
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１ 　はじめに
　企業会計基準委員会（ASBJ）から、2008 年 12 月に公表された企業会計基準第 22 号「連結財
務諸表に関する会計基準」（企業会計基準委員会 2008b：連結会計基準）、および 2013 年 9 月に公


















分のみを反映させる考え方といわれるものである（企業会計基準委員会 2013d, 51 項）。経済的単
一体説は、連結財務諸表を親会社とは区別される企業集団全体の財務諸表と位置づけて、企業集
団を構成するすべての連結会社の株主の持分を反映させる考え方といわれるものである（企業会






















Baxter and Spinney（1975）と FASB（1991）が挙げられる。ここでは、この 2つの文献を中心
に連結基礎概念の概要を説明する。
　Baxter and Spinney（1975）では、資本主（所有主）説（proprietary concept）、親会社説
（parent company concept）、親会社拡張説（parent company extension concept）、実体説（entity 


















資本主説 親会社説 親会社拡張説 実体説
 （Baxter and Spinney （1975, 32）より引用）
　FASB（1991） では、親会社説（parent company concept）、経済的単一体説（economic unit 
concept）、比例連結説（proportionate consolidation concept）の 3 つが示されている。FASB
（1991）でも Baxter and Spinney（1975）でも親会社説は同じ名称であるが、FASB（1991）にお
ける経済的単一体説は Baxter and Spinney（1975）における実体説に相当し、FASB（1991）に




いかによって、2つに分けられることもしばしばである（黒川 1998；大雄 2010；秋葉 2014 等）6。










　図表 2は、Baxter and Spinney（1975）や FASB（1991）をもとに、連結基礎概念と識別可能























































（Baxter and Spinney（1975）や FASB（1991）等をもとに作成）
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る（Baxter and Spinney 1975, 32）。この説のもとでは、連結財務諸表は、主に親会社株主のため







































準委員会 2013d, 51 項）。実体説（entity theory；entity concept）と呼ばれることもある 10。この
経済的単一体説は、親会社株主と子会社の非支配株主を区分しない点で、一般理論の実体説から
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体の資産、負債、収益、費用、利得および損失となる（FASB 1991, 63 項）。すべての子会社が完
全所有の子会社である場合を除いて、連結事業体の純資産は、支配株主持分と非支配株主持分と
に区分されるが、支配株主持分と非支配株主持分はどちらも連結事業体の所有者集団を構成する


























































































部分時価評価法 部分時価評価法 全面時価評価法 全面時価評価法 全面時価評価法


















（山地 2014, 122 等をもとに作成）
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に含めて記載するとされている（企業会計基準委員会 2013e, 7 項なお書き）。包括利益表示基準
では、この評価・換算差額等は、連結財務諸表上、その他の包括利益累計額に読み替えるよう要









る（企業会計基準委員会 2013h, 7 項 (4)）。決算時の為替相場による円換算は、負債の換算と同様











員会 2013c, 98 項）。
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　なお、連結会計基準においては、親会社の子会社に対する投資とこれに対応する子会社の資本
との相殺消去にあたり、差額が生じる場合には、当該差額をのれん（または負ののれん）とする







ると規定されている（企業会計基準委員会 2013d, 27 項）。さらに、その後当該子会社に利益が計
上されたときは、親会社が負担した欠損が回収されるまで、その利益の金額を親会社の持分に加
算することが求められている（企業会計基準委員会 2013d, 27 項）。この子会社における非支配株
主の負担すべき額は、通常、非支配株主の出資額に限定されるものの、特定の非支配株主と親会
社または他の株主や債権者との間で子会社の債務の引受けなどの出資を超えた非支配株主による









































することとされている（企業会計基準委員会 2013c, 25 項）。 同様に、連結会計基準では、親会社
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（山地 2013, 74 等）。このことについて、経済的単一体説と整合的な会計処理にしたほうがよいと





































4．連結の範囲 持株基準 支配力基準 A & B
5．認識可能子会社資産 全部連結（部分時価評価法） 全部連結（全面時価評価法） B
6． 段階取得での資本と投
資の相殺消去
段階法 一括法 A & B
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５ 　おわりに
　日本基準においては、典型的な会計処理等について、親会社説と整合的な会計処理等と経済的
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